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独立行政法人大学入試センターの年度計画（平成27事業年度） 

 

平成28年３月28日 

文部科学大臣届出 

 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき

措置 

１ 大学入試センター試験 

大学に入学を志願する者の高等学校の段階における基礎的な学習の達成の程度を判定するこ

とを主たる目的として大学が共同して実施する大学入試センター試験（以下「センター試験」

という。）に関し、問題作成、試験の実施、答案の採点・成績提供及びその他一括して処理する

ことが適当な業務を滞りなく確実に実施するため、以下のことを円滑かつ適切に行う。 

センター試験は、大学が共同して実施しているものであることを踏まえ、センターや関係団

体の会議等において実施主体である参加大学の役割について説明するとともに、参加大学の意

思がより適切に反映されるよう、センター試験に係る各種委員会等の一部委員について関係団

体に推薦を依頼する。 

⑴ センター試験の問題作成 

高等学校学習指導要領に準拠した良質なセンター試験の問題を作成するため、以下のこと

を行う。 

① 試験問題の作成に当たっては、試験問題作成の基準等を定める試験問題作成要領につい

て、必要に応じ見直しを行い、試験問題の作成に当たる委員に対して周知徹底する。 

その上で、データベースの充実を図ることにより試験問題作成委員の業務量を削減しつ

つ、秘密保持にも留意しながら、試験問題の出題範囲、出題内容、記述、難易度、科目間

の重複等について、これまでのセンター試験実施結果を踏まえ、平成28年度以降のセンタ

ー試験の問題作成及び点検をより一層厳格に行う。 

② センター試験実施後、試験問題に関して外部評価及び自己点検・評価を行い、それぞれ

70％以上が良問であるとの評価を得られるようにする。評価結果については、ホームペー

ジで公開する。 

その評価結果を次年度以降の問題作成に反映する。 

⑵ センター試験の円滑な実施 

センター試験に参加する国立、公立、私立の各大学等との緊密な連携により、同一の期日

に同一の試験問題により行われるセンター試験を円滑に実施するため、これまでの実施結果

を踏まえ、以下のとおり平成28年度以降の試験実施を改善する。 

① センター試験に関する業務を統一的に着実に実施するため、センター試験参加大学に配

布する実施・輸送・監督等に関する各種マニュアルを、参加大学の意見も踏まえて改善す

る。 

受験者及び高等学校に配布する受験案内等も、高等学校関係者の意見も踏まえて改善す

る。 

② 参加大学に対しては、入試担当者連絡協議会を開催し、前年度試験の実施結果を踏まえ

たセンター試験の実施・輸送・監督の留意点及び変更点を中心に分かりやすく説明すると
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ともに、各参加大学において学内関係者に周知徹底を図るよう要請する。 

また、教育委員会を含む高等学校関係者に対しては、説明協議会を開催し、出願手続き、

受験上の留意点について変更点を中心に分かりやすく説明するとともに、各学校において

関係教員や生徒に周知するよう要請する。 

③ 秘密保持及び個人情報の取扱いに十分留意した試験問題等の適切な管理及び輸送を確実

に実施するとともに、参加大学における試験問題の管理及び２次輸送などが同様に実施さ

れるよう要請する。 

④ 障害のある者等に対して、「障害者基本計画」（平成25年９月）等を踏まえた検討を行う

とともに、障害等の種類・程度に応じた試験時間の延長、出題・解答の方法等の受験上の

適切な配慮を実施し、その結果について引き続きホームページ等を活用し、情報を公開す

る。 

⑤ 緊急事態に対応するため、大規模災害時の危機管理について検討するとともに、新教育

課程に対応した緊急対応用試験問題を作成するなど必要な措置を講じる。 

⑶ センター試験の採点・成績提供 

① 成績請求データ等作成及び取扱いの留意点等について周知徹底するため、成績提供要領

等の各種マニュアルを整備するとともに、参加大学に対する説明会を開催する。 

② 情報処理システムを適切に管理・運営し、正確な採点及び成績提供を行う。 

特に、平成28年度センター試験に係るシステム改修及びプログラムのチェックなどのテ

ストを確実に実施する。 

③ 試験成績の開示を希望する受験者本人に対して、平成28年度の入学者選抜の全体日程終

了後にセンター試験の成績を確実に通知する。 

⑷ 特に本中期目標期間中に実施すべき事項 

新高等学校学習指導要領に対応したセンター試験については、中期計画において定められ

た事項について計画的に行い、次の①及び②は平成26年度をもって完了した。 

① 出題教科・科目及び出題範囲を決定する。 

② 出題方法等を検討して必要に応じ、試作問題を作成の上、公表する。 

平成27年度は、平成28年度センター試験（平成28年１月実施）の試験問題の作成、情報処

理システムの整備を行う。 

 

２ 大学の入学者選抜方法の改善に関する調査研究 

我が国の大学入学者選抜方法の改善について調査研究を行う中核的機関として、センターが

主体となり、各大学等と連携協力し、調査研究を行う。 

⑴ 調査研究の在り方及び体制 

調査研究テーマは、センター試験の実施を基幹事業とする法人としてよりふさわしいもの

とする観点から、真に必要な課題に厳選し、センター試験に関する調査研究と大学入学者選

抜の改善に関する調査研究に集中・特化する。また、国の審議会等における審議結果等を踏

まえた新たな研究課題等、重要かつ喫緊の課題については、国の大学改革推進等補助金を活

用して一定の期限を付して重点的に実施する。 

以上を踏まえつつ、センター試験及び大学入学者選抜方法の改善に資するため、「⑵センタ

ー試験に関する調査研究」及び「⑶大学入学者選抜方法の改善に関する調査研究」に掲げる
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研究課題に対応した研究体制により、計画的に研究を行う。 

研究の実施に当たっては、研究費の効率的な執行とともに科学研究費補助金等の競争的資

金を積極的に活用する。 

特に社会的要請が高い課題は迅速に取り組み、センター内はもとより国内外の大学、研究

機関と連携して研究し、研究成果を得て、積極的に各大学に発信する。 

⑵ センター試験に関する調査研究 

センター試験の改善に資するため、国の審議会等においてセンター試験の改善について指

摘されている内容も踏まえ、次に掲げる研究課題について、計画的に調査研究を行うととも

に、研究成果のうち可能なものからセンター試験に反映していく。 

① 得点調整に関わるテスト標準化研究 

② モニター調査を活用したセンター試験の調査研究 

③ 試験に関わる情報技術の開発と活用に関する研究 

⑶ 大学入学者選抜方法の改善に関する調査研究 

大学入学者選抜方法の改善に資するため、以下の調査研究を行う。 

① 大学全入時代に対応した新しい大学入試の在り方に関する調査研究 

ア 新しい高大接続システムに関する調査研究 

イ 新しい試験の開発に関する調査研究 

ウ 統計理論と情報技術を用いたＣＢＴの実証的研究 

② 障害のある者に配慮した入学者選抜に関する調査研究 

③ 大学入学希望者学力評価テスト（仮称）実施のためのフィージビリティ検証 

⑷ 調査研究成果の公表及び評価 

調査研究成果については、センター試験をはじめ我が国の大学入学者選抜方法の改善に資

するため、以下のことを行う。 

 ① 各大学及び研究者が利用しやすいよう積極的にホームページ等で公表する。 

 ② 国内外の学会や学会誌で発表する。 

 ③ 国が行う入学者選抜方法の改善の企画立案に資する基礎資料として提供する。 

 ④ 入学者選抜に関する研究協議を行う全国大学入学者選抜研究連絡協議会を、センターが

主体となり、各大学と連携して開催する。 

また、外部評価を含めた厳格な評価を行った上で、当該評価結果に沿った改善を行い、成

果が十分でない研究テーマについては、理事長の判断により機動的に見直す。 

 

３ 大学情報の提供等 

⑴ 大学入学志望者や高等学校の進路指導担当者に対し、センター試験に参加する大学の学

部・学科名やセンター試験の利用教科・科目など、センター試験に関する情報を中心に、セ

ンター試験を実施する上で必要な情報をインターネット等の方法により提供する。 

⑵ 参加大学等の拡大を図るため、参加していない大学や学部等に対して積極的な広報活動を

行う。 

 

４ 情報の公開 

業務の公共性にかんがみ、中期計画、事業報告書、財務諸表及び諸規則など運営に関する情
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報を開示するため、ホームページ等を活用して積極的に公開する。 

 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 組織体制 

⑴ センター試験を確実に実施するため、各事業の継続性にも十分留意しつつ、人員の適正配

置などを行う。 

 また、大学、高等学校その他の関係機関と連携協力し、効果的かつ円滑な業務運営を行う。 

⑵ 研究組織については、円滑に研究が遂行されるよう研究組織体制を必要に応じて見直す。 

 

２ 業務運営 

⑴ センターにおいて実施している既存業務に関しては、受験者のニーズに配慮した上で内容

を精査し、徹底的に見直すことで更なる合理化・効率化を進めるとともに、参加大学等の拡

大に努めることなどにより自己収入の増に努め、運営費交付金に頼らないような構造での運

営を目指す。 

また、一般管理費及び事業費のうち固定的な経費※は、平成22年度を基準として、5.0％以

上の効率化を図る。 

※ 固定的な経費＝（一般管理費＋事業費）－変動費－特殊業務経費－退職手当 

変動費＝受験者の増減により変動する経費 

⑵ 受験者の利便性及び都道府県別の参加大学の立地状況等を勘案しつつ、試験場の集約に取

り組む。 

また、問題冊子については、新高等学校学習指導要領に対応して増額となる印刷経費等を

除き、これまでの配付実績を踏まえ、印刷経費等の削減に取り組む。 

⑶ 業務全般について、公正性・透明性を確保しつつ合理的な調達を行う観点から「独立行政法

人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年５月25日総務大臣決定）に基づ

く取組を実施し、秘密保持に留意した上で、適正に契約を行うとともに、自己点検・評価や

外部評価を実施し、その結果を踏まえた上で、業務の内容を見直し、更なる合理化・効率化

を行う。 

 

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１ 当該年度に係る予算（人件費見積りを含む。） 

事業を適切に実施するために必要な予算額を計上 

収入                    １１，２４７，７７９ 千円 

検定料                   ９，９６６，９３６ 千円 

成績提供手数料                 ８３６，７６０ 千円 

成績開示提供手数料               ３３４，６５２ 千円 

その他                      １９，３８７ 千円 

大学改革推進等補助金               ９０，０４４ 千円 

支出                    １２，４６１，７６２ 千円 

業務経費                 １１，９９１，１１７ 千円 

うち 人件費                 ７１０，９２８ 千円 
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試験実施経費           １１，１３３，４１９ 千円 

センター試験情報提供経費         １３，６４４ 千円 

入学者選抜方法改善研究経費       １３３，１２６ 千円 

大学改革推進等補助事業費             ９０，０４４ 千円 

一般管理費                   ３６０，６０１ 千円 

うち 人件費                 １９１，１４５ 千円 

物件費                 １６９，４５６ 千円 

予備費                      ２０，０００ 千円 

 

２ 当該年度に係る収支計画 

  事業を適切に実施するために必要な収支計画を立案 

費用の部                  １２，４５１，５３７ 千円 

経常費用                 １２，４５１，５３７ 千円 

試験実施経費              １１，１４７，２２０ 千円 

センター試験情報提供経費            １３，６４４ 千円 

入学者選抜方法改善研究経費          １３３，１２６ 千円 

業務人件費                  ６８６，４４９ 千円 

大学改革推進等補助事業費            ９０，０４４ 千円 

一般管理費                  ２９６，５８１ 千円 

うち 人件費                １８２，１２５ 千円 

物件費                １１４，４５６ 千円 

減価償却費                   ８４，４７３ 千円 

財務費用                          ０ 千円 

 

収益の部                  １１，２９５，５２２ 千円 

検定料収入                 ９，９６６，９３６ 千円 

手数料収入                 １，１７１，４１２ 千円 

大学改革推進等補助金収益             ９０，０４４ 千円 

資産見返運営費交付金戻入             ４６，４０４ 千円 

資産見返物品受贈額戻入                 ７８０ 千円 

資産見返寄附金戻入                   ５５９ 千円 

その他収入                    １９，３８７ 千円 

 

純利益                  △ １，１５６，０１５ 千円 

前中期目標期間繰越積立金取崩額           ４３，５０３ 千円 

総利益                  △ １，１１２，５１２ 千円 

 

３ 当該年度に係る資金計画 

  事業を適切に実施するために必要な資金計画を立案 

資金支出                  ２３，３２８，８９８ 千円 
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業務活動による支出            １２，４５５，５６３ 千円 

投資活動による支出             ９，５０６，１９９ 千円 

財務活動による支出                     ０ 千円 

次年度への繰越金              １，３６７，１３６ 千円 

資金収入                  ２３，３２８，８９８ 千円 

業務活動による収入            １１，２４７，７７９ 千円 

その他の収入              １１，１５７，７３５ 千円 

大学改革等推進補助金による収入         ９０，０４４ 千円 

投資活動による収入             ９，５００，０００ 千円 

財務活動による収入                     ０ 千円 

前年度よりの繰越金             ２，５８１，１１９ 千円 

 

４ 自己収入の増加 

参加大学等の拡大など積極的に多様な収入の方策を検討し、自己収入の増加に取り組む。ま

た、自己収入額の取扱いにおいては、収支計画を作成し、当該収支計画に基づき運営する。 

 

５ 人件費の削減 

給与水準については、国家公務員の給与水準に十分配慮し、手当を含め役職員給与の在り方

について厳しく検証した上で、センターの業務の特殊性を踏まえた適正な目標水準・目標期限

を設定し、引き続き適正な水準を維持するよう取り組むとともに、検証結果や取組状況を公表

する。 

 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

30億円（年度当初の運営資金、収入不足への対応のための経費に必要となる可能性があるため。） 

 

Ⅴ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画 

今期間中は特になし 

 

Ⅵ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産以外の重要な財産の譲渡又は担保に関する

計画 

今期間中は特になし 

 

Ⅶ 剰余金の使途 

不測の事態への対応やセンター試験の充実・改善、質の向上に係る経費に充当する。 

特に高等学校学習指導要領の改訂に伴う緊急対応用試験問題の作成に係る経費に充当する。 

 

Ⅷ その他主務省令で定める業務運営に関する事項等 

１ 施設・設備に関する計画 

センター試験の秘密保持に留意した上で、長期的視点に立った施設・設備の整備を行うとと

もに、防災、セキュリティの確保、安全な勤務環境の確保の観点から、必要な施設・設備の改
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修等を行う。 

なお、保有資産については、その必要性について不断に見直しを行い、センター試験に支障

がないよう適切に対応する。 

 

２ 人事に関する計画 

 ⑴ 方針 

人事に関する計画に基づき、人材の確保、育成及び適正配置を行うとともに職員の資質向

上を図るため、大学等との人事交流を行う。 

⑵ 人員に係る指標 

常勤職員については、その職員数の抑制を図ることを原則としつつ、適宜、事業等を精査

し、職員数の適正化に努める。 

 

３ 積立金の使途 

前中期目標期間繰越積立金については、前事業年度に高等学校学習指導要領の改訂に伴う緊

急対応用試験問題の作成に係る経費に全て充当済みのため残高はない。 

 

４ 内部統制 

理事長のリーダーシップの下、中期目標等に基づき法令等を遵守しつつ業務を行い、センタ

ーのミッションを有効かつ効率的に果たすため、内部統制を充実・強化する仕組みを整備し運

用する。 

 

５ 情報セキュリティ 

センター試験の実施機関として、政府機関における情報セキュリティ対策を踏まえ、情報セ

キュリティポリシー等を改訂し、これに基づき適切な情報セキュリティ対策を行う。 

 

 


